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　この図から分かるとおり、かたよりとは系統誤差
（systematic�error）、ばらつきとは偶然誤差（random�
error）をそれぞれ意味すると考えてもよい。
　精度の話に戻ると、JIS�Z�8101-2（統計−用語及び記号
−第 2 部：統計の応用）2）によれば、精度、精密度、精
密さ（precision）とは「定められた条件の下で繰り返され
た独立した試験結果／測定結果間の一致の程度」を言
う、と定義されている。これは、国際的な計量計測用語
集であるVIM（International�vocabulary�of�metrology�
–�Basic� and�general� concepts� and� associated� terms�
3rd�edition）3）による“precision”の定義“closeness�of�
agreement�between�indications�or�measured�quantity�
values� obtained� by� replicate�measurements� on� the�
same�or�similar�objects�under�specified�conditions”と
内容的に一致する。VIMについては、産業総合研究所が
監修した和訳版TS�Z�0032［国際計量計測用語−基本及
び一般概念並びに関連用語（VIM）］4）が日本規格協会よ
り発行されているので、こちらの訳も掲載しておくと、「指
定された条件の下で、同じまたは類似の対象について、反
復測定によって得られる指示値または測定された量の値
間の一致の度合い」とされている。
　これらの定義が何を言っているかというと、精度
（precision）とは、かたよりの大小にはかかわらず、ばらつ
きが小さいかどうかだけを問題にしていると解釈されてい
る。すなわち、図1の c）	および d）の状態が精度良好の

1.	はじめに

　中央技術研究所　ソリューションセンター　試験分析
グループ（以後、試験分析グループと称する）は、中央技
術研究所における研究開発の加速に資するための必要な
データを迅速かつ正確に提供すること、および JXグルー
プの製品品質の維持向上のため、ENEOS 品質の最後の
砦として機能することを目的としている。そのためには試
験精度の維持管理は必須であり、様々な取り組みを行って
いる。本稿では、試験分析グループにおける精度管理の
取り組みについて紹介する。

2.	用語の意味について

2.	1	精度
　精度という用語は以前から一般に使われているが、この
言葉の定義に思いを馳せる人は少ないと思う。計量計測
用語における精度という言葉の意味内容は、現在、変化
の途上にある。この問題を理解するために、まずはかたよ
り（bias）とばらつき（dispersion）について触れたい。これ
らは、JIS�Z�8103（計測用語）1）において次のように定義さ
れている。
　かたより：測定値の母平均から真の値を引いた値
　ばらつき：���測定値の大きさがそろっていないこと。また、

不ぞろいの程度。
　より分かりやすく言えば、かたよりとは測定結果の平均
値がどれだけ真の値とかけ離れているかのみを問題にして
おり、個々の測定値の分散の大きさは問題にしていない。
一方、ばらつきとは、個々の測定値の分散の大きさについ
て注目しているが、平均値が真の値とどれだけ一致してい
るかは問題にしていない。これを概念図で説明したのが
図1である。
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図1　かたよりとばらつきの概念図
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偏差を求める方法により、不確かさを見積もることができ
るが、Bタイプ不確かさは、そもそもそれがどのようなも
のを指すのか、にわかには想像し難い。そこで、GUMに
は Bタイプ不確かさの例が挙げられており、
✓�以前の測定データ
✓　�当該材料および測定器の挙動ならびに特性についての
一般的知識または経験

✓�製造業者の仕様
✓�校正その他の証明書に記載されたデータ
✓　�ハンドブックから引用した参考データに割り当てられた
不確かさ

などが Bタイプ不確かさに相当するとされている。
　Bタイプ不確かさについてのより具体的な例を示すと、
メスシリンダーの公差（ガラス器具の公差は、JIS�R�3505
（ガラス製体積計）8）に規定されている。）、温度計の校正
証明書に記載された不確かさなどが挙げられる。これら
試験器の公差や校正証明書の不確かさなどは、測定結果
の信頼性に影響を及ぼすため、その影響度を見積もるこ
とが必要になるが、そのための手順は GUMに記載され
た方法により行う必要がある。
　評価された各々の不確かさは、不確かさの伝播則を用
いて合成標準不確かさ（通常の統計計算における標準偏
差に相当）にまとめられ、これを元に拡張不確かさ（通常
の統計計算における許容差に相当）が求められる。
　不確かさに関する詳しい解説は、参考文献 6）,7）,9）に譲
ることにするが、一般に石油類の試験においては、Aタイ
プ不確かさに比べ、Bタイプ不確かさは小さく、合成標
準不確かさへの寄与が小さいことが多い。試験分析グルー
プにおいては、品確法に関わる試験項目（13 項目）を例に、
それぞれの項目のBタイプ不確かさを求めたところ、ほと
んどの項目でAタイプ不確かさより1桁かそれ以上小さい
ことが確認できた。そのため、日常管理ではAタイプ不
確かさをもって標準不確かさとし、この標準不確かさを元
に k=2の拡張不確かさを求め、これを試験結果の不確
かさとして用いている。
　包含係数（coverage�factor）kの選択方法については明
確な取り決めはなく、GUM本文には一般に 2 から 3 の間
にある、とされているだけである。GUMのAnnex�G.4 に
は、Welch-Satterthwaite 則 10）～14）を用いて有効自由度を
求め、そこからkの値を見積もる方法も紹介されているが、
あくまで近似則であるうえに、Bタイプ不確かさの自由度
見積もり方法が完全に明快とは言い難いことから、必ずし
も推奨されているわけではない。現実問題としては、国際
試験所認定協力機構（ILAC：International�Laboratory�
Accreditation�Cooperation）では、およそ 95% の包含確
率を有する拡張不確かさで表現する（つまりk≒2）15）と
しているし、米国国立標準技術研究所（NIST：National�
Institute�of�Standards�and�Technology）では慣習により
k=2とする16）、また、欧州認定協力機構（EA：European�
Cooperation� for�Accreditation）でも一般には k=2 を用

状態にあることになる。
　一方、我々が日常で用いる精度良好とは、図1の d）の
状態だけを指すことが多い。この状態を表現するには、
JIS�Z�8101-2 2）および VIM3）（＝TS�Z�00324））では、精確
さ（accuracy）という用語が用いられ、精度（precision）
とは別の概念として明確に区別されている。
　ただし、JIS においては、必ずしも精度の定義は一本化
しているとはいえず、例えば JIS�Z�8103 1）においては、か
たよりとばらつきの両方がどれだけ良好な状態にあるかを
示す用語、すなわちaccuracy の訳語として精度が定義さ
れており、これは我々が通常想定する精度の概念とも一致
する。
　このように、英語であれば accuracyとprecisionは、
それぞれVIMにおいて厳密な定義がされており、誤用の
可能性は低いが、日本語の精度という用語は、現在のと
ころJIS においてさえも定義が一本化されておらず、混乱
を助長する元になっている。しかし、今後は日本において
も国際計量計測用語集であるVIMおよびその和訳版が
正規の用語集として用いられるようになってくることが予想
される。実際、昨今のJIS は、精確さ=accuracy、精度
=precisionという用語の定義に基づいて記述されている
ものが多くを占めている 5）。したがって、今後、精度とは
precision の訳語、すなわち、ばらつきの大小のみを表す
用語として用いられるのが大勢を占めるようになると想定
される。ただし、本稿では、これまで慣例的に用いられ
てきた概念・用法にしたがい、かたより・ばらつき共に良
好な状態にあるかどうかという意味で、精度という用語を
用いることにする。

2.	2	不確かさ
　不確かさ（uncertainty）は、比較的新しい概念で
ある。1977 年に国際度量衡委員会（CIPM：Comité�
International�des�Poids�et�Mesures）により、計測デー
タの信頼性についての定量的表現に関する国際的な合意
がない、との問題提起が行われたことをきっかけに検討
が始まり、1993 年にGUM（Guide�to�the�Expression�of�
Uncertainty� in�Measurement）6）が発行されてその定義
が確立した。GUMにおいては、原理的に不可知である
真値や誤差（特に系統誤差）といった量は持ち込まず、測
定結果の疑いの度合いの指標として不確かさという概念を
導入している。不確かさとは、TS�Z�0033（測定における
不確かさの表現のガイド）7）において、「測定の結果に付随
した、合理的に測定量に結び付けられ得る値のばらつき
を特徴づけるパラメータ」と定義されており、国際的に合
意された測定結果の信頼性に関する定量的指標といえる。
　不確かさは、一連の観測値の統計的解析により評価さ
れるAタイプ不確かさと、新しい概念である一連の観測
値の統計的解析以外の手段により評価されるBタイプ不
確かさとに分類される。
　Aタイプ不確かさについては、通常の統計計算で標準



ENEOS Technical Review・第59巻　第1号（2017年2月）

28

− 28 −

試験分析グループにおける精度管理〈吉村　匡史〉

3.	精度維持・管理の一般的方法

　試験結果の精度維持・管理のために用いられる手法は、
内部精度管理と外部精度管理とに分類される。
　内部精度管理とは、例えば以下のように試験所内部で
完結する精度管理の方法を言う。
✓�認証標準物質による試験器の検証
✓　�均質性、安定性が確認されたコントロールサンプル（＝
日常点検物質）を用いた繰り返し試験または再現性試験

✓�管理値を用いた試験従事者の相互の比較試験
✓�設備の校正・点検、長期安定性の評価
　外部精度管理とは、「技術的能力を有する試験所との試
験所間比較の定期的な実施」すなわち外部機関との照合
試験を定期的に実施することにより、試験結果の検証お
よび信頼性維持向上を図ることを指す。これらの手法を組
み合わせることにより、精度の維持・管理を行うのが一般
的な方法であるとされる。

4.	試験分析グループにおける精度管理

　試験分析グループにおいても、内部精度管理と外部精
度管理を組み合わせて測定結果の信頼性維持・向上を図っ
ている。本章では、試験分析グループにおける精度管理
に関する施策について説明する。また、PDCAサイクルに
よる業務改善の取り組みについても説明する。

4.	1	内部精度管理
　試験結果の信頼性を確保する基本となるのが内部精度
管理である。試験分析グループでは、以下の方法により内
部精度管理を行っている。

（1）認証標準物質による精度管理
　認証標準物質（CRM：Certified�Reference�Material）
とは、国際的には ISO�Guide30�Reference�materials� -�

いる 17）としているなど、最近ではほぼ k=2とする動きが
主流であることから、これに従うのが適切であろう。
　なお、近年、現行の GUM 6）は理論的整合性に欠ける
として、ベイズ統計注）の立場にたって内容を改訂すべきだ
との意見が高まり、WGが発足して改訂案の検討が行わ
れている。現状では、ベイズ統計を全面的に導入したドラ
フト案に対し、批判的な意見が多いことから、近い将来
の改訂はないと思われる。しかし、改訂されることになれ
ば、不確かさの定義や、不確かさの伝播則の扱い、包含
係数の考え方などが変更される可能性が高く、改訂の動き
については注視する必要がある。18）

注）�ベイズ統計・・・トーマス・ベイズにより提唱された「ベイズの定理」

を基礎とする統計学の体系。20世紀後半に理論の構築が進み、

現在では、統計学者の多くがベイズ統計学者（ベイジアン）で

あると言われている。

2.	3	計量計測トレーサビリティ
　計量計測トレーサビリティ（metrological� traceability）
とは、「個々の校正が測定不確かさに寄与する、文書化さ
れた切れ目のない校正の連鎖を通じて、測定結果を計量
参照に関連付けることができる測定結果の性質」4）と定義
されている。図 2にその概念図を示す。
　例えば、我々が温度計の校正を業者に依頼したとする。
業者は社内の基準温度計を用いて温度計を校正する。し
かし、その基準温度計が「正しい」ことをどうやって保証
するかといえば、さらに上位の基準温度計により校正して
もらうほかない。国内最上位の基準温度計に相当する国
家標準・温度定点は、産業技術総合研究所・計量標準総
合センターが整備しているが 19）、さらにその上位をたどる
と、最後は SI 単位系による温度定義に至る。
　計量計測トレーサビリティとは、このように各々の測定
が最終的に国家標準や SI 単位系に関連付けられているこ
とが、文書（校正証明書等）により明示されている状態を
指し、測定の真度（trueness：測定のかたよりが許容可能
な範囲以内で小さい状態）を確認するための必須条件とい
える。また、校正証明書などの文書には、必ず不確かさ、
すなわち測定信頼性の定量的指標が付与されており、こ
れにより各々の測定の信頼性（＝不確かさ）を定量的に評
価することも可能となる。
　計量計測トレーサビリティは、東西冷戦時代のアメリカ
で、ソビエト連邦（当時）に先んじて宇宙開発を進めるた
め、異なる出所の部品を一定の品質で効率よく調達する
必要が生じたことにより導入されたのが始まりと言われて
いる 20）。この計量計測トレーサビリティは、近年、グロー
バルな取引が拡大するに従い、さらにその重要性が増して
いる。

図 2　計量計測トレーサビリティ概念図

校正証明書 校正

校正証明書 校正

校正証明書 校正

国際標準（SI単位系）

国家標準（産総研など）

装置メーカー標準

ユーザーの使用する測定器
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把握し管理していなければならない。そのために試験分析
グループでは、定期的に不確かさデータシートを作成し、
各々の試験の不確かさを求めている。不確かさデータシー
トの数値は、日常点検物質などを用い、最低 10 回の測定
を行って、平均値と不確かさを求めたものである。不確か
さを求めるにあたっては、同じ方法、同じ試験室であるが、
複数の試験員が、複数の試験器（試験器が一つしかない
場合は一つとする）を用いて、必ずしも短時間のうちではな
く測定したデータを用いる。これはJIS�Z�8402-2［測定方
法及び測定結果の精確さ（真度及び精度）−第 2 部：標準
測定方法の併行精度及び再現精度を求めるための基本的
方法］24）で計算方法が規定されている（室内）併行条件に
おける精度と（室間）再現条件における精度の中間に位置
する条件および精度であり、この条件を「室内再現条件」
と呼称する。室内再現条件という用語は一般的に使われ
ることは少ないが、JIS�Z8101-2 2）には定義されており、一
部の文献 25）でも、この用語について触れているものもある。
このような中間的な精度については、JIS�Z�8402-3［測定
方法及び測定結果の精確さ（真度及び精度）−第 3 部：標
準測定方法の中間精度］26）に計算方法が決められている
が、ここでは、誤差要因の因子別解析を目的とはしていな
いので、通常の標準不確かさの計算方法（例えばGUMに
おけるAタイプ標準不確かさの計算方法など）に従って不
確かさを求めている。不確かさデータシートには以下の項目
が記入されている必要がある。
　a）�試験項目
　b）�用いた試料
　c）�測定値
　d）�不確かさ（k=2 の拡張不確かさ）
　e）�不確かさ主要因（特性要因図を添付）
　不確かさデータシートは、決められた頻度で更新され、
常に最新の不確かさ評価が行われている。また、不確か
さデータシートの結果は、次項で説明する管理図における
管理限界線用データとしても用いられる。

（4）管理図による長期安定性の評価
　管理図とは、一般に横軸に時間またはサンプル順を取り、
目的とする統計量をプロットしたものである。1931年にW.�
A.�Shewhart 博士により提案された品質管理方法が元に
なっており、管理限界線を引いたシューハート管理図が一
般に用いられ、JIS ではJIS�Z�9020-2（シューハート管理図）
27）に規定されている。
　管理図を用いることにより、その試験が統計的管理状
態にあるか否かを素早く判断できる。統計的管理状態と
は平均値やばらつきが最初の状態から変化していないこと
をいう。具体的には
　①�プロットした点が管理限界線を越えていないこと
　②�点の並び方、散らばり方に特異な傾向がないこと
により判断される。点の並び方や散らばり方の特異な傾向
についての詳細な解説はここでは触れないが、例えば、全

Selected� terms�and�definitions21）に定められているとお
り、認証書が添付された標準物質である。認証書に記載
されている認証値は計量計測トレーサビリティが確立した
手順によって確定されており、不確かさが付与されている
ものでなければならない。認証標準物質を用いた精度管
理を行うことは、試験結果の計量計測トレーサビリティ立
証のためには必要不可欠であり、また、試験結果の真度
を確認する必須条件でもある。認証標準物質は、様々な
機関により頒布されており、例えば公益社団法人石油学会
においても、硫黄分、窒素分、元素分析、成分試験用標
準ガソリンなどの標準物質が定められている 22）。
　試験分析グループでは、試験法および社内の管理基準
に従い、一定期間ごとに認証標準物質を用いて、試験結
果の妥当性確認を行っている。
　妥当性確認は、以下の式による 23）。

　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・①式

ここに　x−：試験結果の平均値
　　　　μ：認証値
　　　　R：試験法規定室間再現許容差
　　　　r：試験法規定室内併行許容差
　　　　n：試験回数

　試験結果の平均値と認証値との差は、①式の範囲内に
なければならない。試験結果の平均値が①式を満たさな
い時は、機器の校正・点検を実施する。

（2）日常点検物質による精度管理
　認証標準物質による妥当性確認は、計量計測トレーサ
ビリティの立証および真度の確認のために必要不可欠であ
るが、認証標準物質は比較的高価なものが多く、その種
類も限られており、実際取り扱う試料と特性値が異なるこ
とが多い。そのため、日常の試験器の妥当性確認には、
日常点検物質を併せて用いることが有用である。日常点
検物質とは、均質性、安定性が確認され、値が確定して
いるコントロールサンプルのことを指す。日常点検物質は、
最低 10 回の試験を行って、平均値と不確かさを求めたサ
ンプルや、社内照合試験に用いたサンプルのうち、必要
な条件を満たしたサンプルを用いることになっている。日
常点検物質を用いた精度管理を行うことにより、機器の異
常が発生した際、迅速に異常を発見し、必要な対応を取
ることが可能となる。日常点検物質による妥当性確認方法
は、認証標準物質のそれに準ずる。また、長期安定性の
確認は、4.1�（4）で説明する。

（3）不確かさデータシートによる精度管理
　全ての試験所は、自らの提供するデータの不確かさを
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（5）試験設備の点検・校正
　試験に用いる試験器の定期点検・校正は社内基準の定
める頻度、または試験器メーカーの指定する頻度ごとに
行われる。点検頻度は設備管理表に記載されており、ま
た各々の試験器には前回の点検実施日と有効期限を表示
したメモが添付されている。点検・校正の有効期限が切
れている試験器は使用することができない。試験器に異
常が発生したと認められる場合は、不定期の点検・校正、
または修理を実施する。
　試験設備の点検・校正状況は、技術点検表により管理
している。技術点検表は後述する内部監査での監査対象
である。
　試験に用いる温度計や天秤、分銅などについても同様
に定期的に校正を実施し、校正証明書および計量計測ト
レーサビリティ体系図は、常に最新版を保管している。

（6）技術認定制度および教育・訓練
　正確な試験結果を提供するためには、試験を実施する
試験員の試験・分析技術の維持・向上が欠かせない。特
に昨今はベテラン社員の退職に伴い、試験の技術やノウ
ハウを若手社員に伝承していく事が急務とされている。そ
のため、試験分析グループでは、技術認定制度を運用し
ている。これは試験分析グループ員の試験・分析技術の
レベルを定期的に認定試験により確認するもので（図 4）、
以下の特徴を持っている。
✓�チェックポイントの明確化
✓�技術の客観的評価
✓�到達レベルの見える化
　認定制度のレベルは上級・中級・初級の 3ランクに分か
れており、それぞれのランクの位置づけは以下のように定
められている。
✓　初級：　�手順書や試験法（JIS など）を見ながら一人で試

験ができる。
✓　中級：　�装置の構造や試験の原理を理解し、データの妥

当性判断ができる。
✓　上級：　�該当する試験の教育訓練ができ、装置に問題が発

生した時に素早く解決策を見つけることができる。
　試験員の認定取得状況は星取表にまとめ、一覧を廊下
に張り出すことで、認定の取得を促していく。さらに、油
種ごとに、必要な項目全てについて上級を取得した試験員
を、その油種に関するマイスターと呼び、3 油種以上のマ
イスターを習得した試験員を試験監督と名付け、指導者と
して活躍できる制度となっている。
　試験分析グループに配属された新入社員は、まずは自ら
の担当業務で初級認定を取り、試験への理解を高めてい
く。3 年程度経過するとチームを移り、別の試験項目につ
いて学ぶことで認定項目を増やしていく。これを3チーム
×3 年＝9 年ローテーションを実施することで、幅広い項
目で試験を実施できるようにする。
　ローテーションには別の目的もあり、ある試験の担当者

ての点が管理限界線内にあったとしても、中心線（CL）よ
り常に下側または上側にプロットされるときは、測定値の
かたよりが大きくなっている疑いがあると判断できる。
　試験分析グループでは、一般に不確かさデータシート
により精度管理を行っているが、特に経時変化の観察が
必要な機器に関しては、管理図も併用してデータの管理を
行っている。用いる管理図は、標準値が与えられている
X-R 管理図（X-移動範囲管理図）であり、経時変化の把握、
および試験器の異常の早期発見に役立てられている。
　X-R 管理図は、X管理図とR 管理図（移動範囲管理
図）からなっている（図 3）。X管理図には、中心線（CL）
として不確かさデータシートで求められた管理代表値（JIS
の記号によるとX0）を中心にとり、上方管理限界線（UCL）、
下方管理限界線（LCL）を引いたグラフに、個々のデータ
をプロットしたものである。JIS においては、UCL および
LCL の値は原則としてX0 ± 3σ0（記号はJIS に倣った）と
されているが、試験分析グループでは X0 ±室内併行許容
差（すなわちX0 ±2.772σr 、σr：室内併行標準偏差）の
値を用いている。一般に群内母標準偏差（σ0）は室内併
行標準偏差（σr）と等しいか、またはより大きいので、試
験分析グループにおける規定はJIS の規定よりも厳しい管
理線を採用していると言える。X管理図の下には R 管理
図が置かれる。R 管理図とは、連続する二つのデータの
差の絶対値をプロットしたもので、管理限界線としてUCL
を引いたものである。UCL の計算は、JIS によるとD2σ0
（≒ 3σ0 ）の値を用いることになっているが、試験分析グ
ループでは、こちらも室内併行許容差幅（すなわち 2.772
σr ）を取っており、R管理図もX管理図と同様、JIS に規
定するより厳しい範囲での精度管理を行っている。
　シューハート管理図により、試験器の異常が発見された
場合は、点検・校正を実施する。

図 3　X-R 管理図の例
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て、改善に努めなければならない。これは、品質管理業
務をはじめ、多くの事業活動において重要な事項である。
そのために必要な手法として PDCAサイクルが広く用いら
れている。PDCAサイクルとは、サイクルを構成する次の
4 段階の頭文字を繋げたものである。
　①�Plan（計画）：計画を作成する。
　②�Do（実施・実行）：計画に沿って業務を行う。
　③　�Check（点検・評価）：業務が計画どおりに行われた

かを点検・確認する。
　④　�Act（処置・改善）：計画どおりに実行できなかった

事項の処置を行う。
　このP → D → C→A→ P･･･のサイクルを常に回すこ
とにより、継続的に業務改善していくのが、PDCAサイク
ルの目的とされる。このうち、C（Check）およびA（Act）
に必須とされるのが内部監査であり、管理システムである
ISO�9000 シリーズ（品質マネジメントシステム）28）や ISO�
17025（試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項）
29）などでも重要視されている。
　試験分析グループにおいては、手順書や規定などが順
守されているかのみならず、実際に業務を行っている当人
が気づかずにいることを第三者の目で発見することにより、
業務改善に繋げていく事を内部監査の目的としており、指
摘事項の数を問題にするものではない。内部監査員になる
には、特に資格などはないが、試験と品質管理に必要な
知識を身につけていることが求められる。具体的には ISO�
17025 内部監査員養成セミナーに参加していることが望ま
しい。
　内部監査で取り上げられた事項は、フォローアップ（=A）
を行い、必要なものについては、翌年度の業務計画（＝P）
に反映させる。PDCAサイクルを回し、業務の改善を行う
ことで、試験精度の維持向上、誤報告の防止に努めている。

（10）外部監査
　試験分析グループでは、緊張感を維持するために、内
部監査（＝内部の目）だけでなく、外部の目による監査を
行うことで、業務改善に役立てている。外部監査委託
先としては、石油に関する試験経験が豊富であり、ISO�
17025 内部監査員養成セミナー経験者が複数名存在する
社外の試験機関が望ましい。

（11）マネジメントレビュー
　試験分析グループの現状や内部監査、外部監査の結果
を構成員に共有させることを目的として、試験分析グルー
プでは年に一度、システムや試験技術についてのレビュー
を行っており、これをISO�17025 の呼称に合わせてマネ
ジメントレビューと呼んでいる。マネジメントレビューでは、
主に以下の項目について取り上げて議論している。
　①�品質方針および手順の適切さ
　②�管理要員および監督要員からの報告
　③�内部監査、外部監査の結果

が不在の場合でも、他に試験を実施できる試験員を確保
する（＝複線化、複々線化）ことが可能になり、急な依頼
にも対応できる体制の構築が可能となる。
　こうして、多くの試験の初級認定を取得し、さらにより
深い知識・技術を習得した項目について中級、上級の認
定を取得してもらうことで、次世代のリーダーであるマイス
ターおよび試験監督へのステップアップを目指してもらう。
また、技術伝承については、製油所等の試験所も同様の
問題を抱えている。審査員のレベル合わせなど当社品質
保証部と連携して技術認定制度の質の向上に取り組んで
いる。

（7）手順書の整備
　石油に関する試験は、JIS や JPI（石油学会）規格など
に定められており、これらの規格に従った手順で試験を行
う必要がある。これに加えて、正確な測定を行うために必
要なノウハウなども盛り込んだ試験手順書は、技術の伝承
や教育のためにも重要な役割をもつ。試験手順書は、文
章だけではなく、写真、図などを活用し、分かりやすく作
成するように努めている。試験操作が煩雑で熟練を要す
る作業などは、動画の採用も有効である。

（8）測定結果の自動転送システム
　人間であればミスを犯すこともある。例えば、転記ミス
により誤った結果を報告してしまうなど、測定以外の場面
での誤りが考えられる。試験分析グループでは、こうした
ヒューマンエラーをなくすため、試験器とサーバーをネット
ワークで繋ぎ、測定結果を自動的にシステムに転送する方
式を採用している。現在、全ての試験器をネットワークで
繋げるには至っていないが、技術的に可能なものについて
は、ほぼシステムの構築は終了している。

（9）PDCAサイクルを用いた業務の改善（内部監査）
　いかなるシステムであれ、正しく実行できてはじめて効
力を発揮する。また、最初の計画時点では認識できてい
なかった問題点が存在した場合、速やかにピックアップし

図 4　技術認定試験
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偏差を意味し、試験法規定室間再現許容差から以下の式
を用いて計算される。

S0=室間再現許容差÷√2z=室間再現許容差÷2.772
・・・・・・②

ここにz：標準正規分布で P（¦Z¦< z）= 0.95を満たす値
（約 1.96）

　3 段階判定の意味については前述のとおりだが、3 段階
判定は全体の状況を把握するには良いものの、各試験所
の状況を個別に判定するには不便なので、一般には S0 解
析を交えて結果の判断をすることが多い。S0 解析の結果
は、①～③の判定とも併せ、以下の 4 段階で判定を行っ
ている。
　A）　�全試験所の結果が平均値から±S0 の範囲にあり、

3 段階判定では①（◎）の状態にある。
　B）　�一部の試験所の結果が平均値から±S0 の範囲を超

えたが、±2S0 の範囲にはある。3 段階判定では、
②（○）または①（◎）の状態にある。

　C）　�一部の試験所の結果が平均値から±2S0 の範囲を
超えたが、②（○）の状態である。

　D）　�一部の試験所の結果が平均値から±2S0 の範囲を
超え、かつ③（×）の状態である。

　上記のA）～D）の状態の結論と対応は、以下のように
なる。
　A）JXグループの試験精度は望ましい状態にある。
　B）JXグループの試験精度は問題ない状態にある。
　C）�　�JXグループの試験精度は問題ない状態ではあるが、

試験精度のより一層の向上を図るため、±2S0 の範
囲を超えた試験所は装置チェック、校正などを行う
のが望ましい。

　D）　�JXグループの試験精度には明らかに問題があり、
±2S0 の範囲を超えた試験所に対して改善処置が
必要である。

　社内照合試験でA）の状態と判断され、その試験で用
いたサンプルが均質性や安定性に問題がない場合、その
サンプルは必要に応じて社内標準物質として登録され、標
準値と不確かさが確定される。
　社内照合試験の結果は報告書にまとめられ、社内イン
トラネットのソリューションセンターホームページで社内に
公開されている。

（2）ASTM 照合試験
　社内照合試験は、JXグループの各試験所の外部精度
管理の基本であるが、社内照合試験だけでは、参加試験
所の数に限りがあること、また、グループ外との客観的な
比較ができないという欠点もある。このため、JXグルー
プの試験精度が問題ないことを国内外試験所との比較に
より確認することを目的として、JXグループから試験分

　④　�誤報告、依頼者からのフィードバック、苦情の結果
およびその対応、または予防処置

　⑤�照合試験の結果
　⑥�依頼者からのフィードバックおよび苦情
　⑦�改善のための提案
　⑧�教育訓練報告
　⑨　�品質管理活動、経営資源、職員の訓練など、その他

の関係要因

4.	2	外部精度管理
　以上説明したように、試験結果の精度管理のためには、
内部精度管理で説明した施策を行うのが基本であるが、
内部精度管理だけでは、客観的な精度の確認・実証はで
きないとされている。客観的な精度確認・実証とは、「客
観的なデータをもって技能試験を満足できる、と実証でき
る活動」を意味するため、他試験所との照合試験を実施・
参加することが必要となる。

（1）社内照合試験
　社内照合試験は、JXグループ各試験所の試験結果の
信頼性確認および試験技術の維持向上を目的としており、
グループの全試験所を対象に年 3 回の定期試験（燃料油
2 回、潤滑油 1回）および必要に応じて不定期試験を行っ
ている。各々の試験油種・試験項目については、燃料油
は 2 年ごと、潤滑油は 4 年ごとにローテーションを行って、
多くの油種および多くの試験項目を網羅するようにしてい
る。試験分析グループは、社内照合試験の事務局として、
試験の案内、結果の取りまとめ、データの解析および必要
に応じてフォローアップの実施・提案などを行っている。
　照合試験の結果の評価は次の 3 段階判定により行って
いる。
　①　�試験法規定精度と比べて JXグループ内のばらつき

が有意に小さい状態（◎）
　②　�試験法規定精度とJXグループ内のばらつきが同程

度（＝有意差なし）の状態（○）
　③　�試験法規定精度と比べて JXグループ内のばらつき

が有意に大きい状態（×）
　3 段階判定の具体的計算方法については、JPI-5S-4-11�
石油類試験法の精度計算方法 30）を参照されたい。通常
の統計検定においては、①と②、すなわち◎と○の区別
をせず、pass（◎＆○）か fail（×）かの 2 段階判定を行う
のが常であるが、JXグループの社内照合試験においては、
試験技術の維持向上を目的とするという観点から、試験
法規定精度と同程度のレベル（○）で満足することなく、
試験法規定精度よりも高精度のレベル（◎）を目指すため
に 3 段階判定を導入している。すなわち、②（○）は最低
限の合格ラインであり、①（◎）が目指すべき目標という位
置づけにある。
　また、これに併せて、各試験所の測定結果の評価には
S0 解析を行っている。S0 とは試験法規定の室間再現標準
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aboutus/gijutsu/trace.html�（2016.10.27�accessed）

21）　�ISO� Guide30� Terms� and� def init ions� used� in�
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Organization�for�Standardization,�JIS�Q�0030:1997�
標準物質に関連して用いられる用語及び定義�（一財）
日本規格協会

22）　�（公社）石油学会ホームページ,�http://www.sekiyu-
gakkai.or.jp/jp/nintei/smpllst .html�（2016.10.27�
accessed）

23）　�ISO� 4259� Petroleum� products� -�Determination�
and� application� of� precision� data� in� relation� to�
methods� of� test,� International�Organization� for�
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24）　�JIS�Z�8402-2:1999�測定方法及び測定結果の精確さ
（真度及び精度）−第 2 部：標準測定方法の併行精度
及び再現精度を求めるための基本的方法�（一財）日本
規格協会
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析グループが代表してASTM 照合試験に参加している。
ASTM 照合試験は ASTM�International が主催し、石
油類の各試験については国内外より100 以上の試験所が
参加する国際的な照合試験である。試験分析グループで
は、このうち2 油種のべ 67 項目（#2 軽油 40 項目、エン
ジン油 27 項目）について年 6 回（#2 軽油、エンジン油と
も各 3 回）の試験に参加し、試験精度に問題がないことを
確認している。
　ASTM 照合試験の結果は報告書にまとめられ、社内イ
ントラネットのソリューションセンターホームページで社内に
公開されている。

（3）その他の照合試験
　社内照合試験、ASTM 照合試験の他に、燃料油に関
しては（一社）全国石油協会の照合試験（年 1回）、潤滑
油に関しては（一社）潤滑油協会の照合試験（年 1回）に
参加している。また、不定期の試験としては、石油学会の
認証値決め試験、石油連盟 ISO･JIS 試験法分科会によ
るJIS 改正に伴う精度確認試験にも参加している。これら
の照合試験に参加することにより、試験分析グループの試
験精度を確認・管理している。

5.	まとめ

　以上、試験分析グループにおける精度管理について説
明した。試験所にとって測定結果の信頼性を維持向上
させ、試験技術を高めていくのは試験分析グループの存
在意義にも関わる重要な使命である。今後とも研究開発
の加速化に資するデータを迅速精確に提供することと、
ENEOS 品質の最後の砦としての役割を果たしていけるよ
う、精度管理および誤報告防止に邁進していきたい。
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